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第4章 施策展開 

施策1 教育の支援 

1.1 子どもの貧困対策のプラットフォームとなる小・中学校運営の学習支援の推進 

＜施策の方向性＞ 

すべての子どもが家庭環境などに左右されることなく、将来的な自立へ向けた歩み

を進めることができるよう、学校での教育に併せて行われている学力向上を目指す各

種事業を実施し、子どもの学びを支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 
小・中学校学力検

査、知能検査補助 

市立小・中学校の児童生徒を対象に実施し

ます。 

［学力検査］ 

小学校は 1・2 年の 2教科（国算）、3・4 年

の 4教科（国算社理）、5・6年の 5教科（国算

社理英）、中学校は 1・2 年の 5 教科（国数社

理英）の用紙代を補助します。 

［知能検査］ 

小学校は一つの学年分、中学校は 1 年生分

の用紙代を補助します。 

指導課 

2 
中学校学力向上対

策事業 

市立中学校の生徒を対象に、入試予想問題

や進路適性検査用紙などの購入、学力検査や

知能検査の診断料を補助します。 

指導課 

3 
アシスタントティー

チャー派遣事業 

市立小・中学校を対象に、授業（教科指導）

を進める教員の補助役として、ティームティ

ーチングや個別指導、問題練習時の丸付けな

どを通して、児童生徒の学力定着と授業理解

度の向上に向けた支援を行う、アシスタント

ティーチャーを派遣します。 

指導課 

4 新聞活用教育事業 

市立小・中学校を対象に、学校が購読を希望

する全国紙 1部（予算内で複数部数購読可）、

地方紙 2 部（電子版も購読可能）を年間購読

し、教育活動に取り入れます。 

指導課 
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番

号 
事業 実施概要 担当課 

5 
情報化に対応する

教育の推進 

市立小・中学校を対象に、児童生徒がＩＣＴ

機器等を活用した学習を充実させるためにＩ

ＣＴ支援員を派遣及び教職員の研修会を実施

します。 

指導課 

6 
ＡＬＴ学校派遣の充

実 

市立小・中学校を対象に、語学指導等を行う

外国青年招致事業により、外国語指導助手（Ａ

ＬＴ）を招致し、外国語活動及び外国語科の授

業支援、国際理解教育を支援します。 

指導課 

7 
ＥＳＴ学校派遣、イ

ングリッシュ・デイ 

市立小・中学校の児童生徒を対象に実施し

ます。 

［ＥＳＴ学校派遣］ 

小学校のクラブ活動や外国語活動及び外国

語科の授業を支援するためのＥＳＴ（国際教

育支援員）を派遣します。 

［イングリッシュ・デイ］ 

英語に親しみ、異文化理解を深める機会と

して、市内小学校 5・6年生及び中学生を対象

に、イングリッシュ・デイを開催します。 

指導課 

8 
実用英語技能検定

助成事業 

市立中学校の第 3 学年全生徒を対象に、実

用英語技能検定試験の 3 級以上を受験する際

の受験料を助成します。 

指導課 

 

1.2 幼児教育の負担軽減と就学支援の充実 

＜施策の方向性＞ 

 幼児教育の負担を軽減し、また就学援助などの経済的支援の充実を図ることで、す

べての子どもが安心して学び、成長することができる環境を整えます。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 

幼児教育・保育の

無償化、軽減事業 

（第 3 子以降保育

料軽減事業） 

子どもを産み育てやすい環境整備の一環

として、子育て世帯の経済的負担軽減を図る

ため、幼児教育・保育について保育料等の無

償化、軽減を行います。 

こども支援課 
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番

号 
事業 実施概要 担当課 

2 就学援助事業 

経済的な理由により就学が困難な児童生

徒及び就学予定者の保護者に対し、学用品費

や通学用品費、修学旅行費等を援助します。 

教育総務課 

3 奨学金事業 
経済的な理由により修学が困難な者に対

し、修学上必要な学費を貸与します。 
教育総務課 

4 
田中孝教育支援金

給付事業 

経済的な理由により修学が困難な者に対

し、高等学校等への入学及び修学上必要な学

費の一部を給付します。 

教育総務課 

 

1.3 特に配慮を要する子どもへの支援 

＜施策の方向性＞ 

特に配慮を要する世帯の子どもに対し、幼児期の発達支援、学習においては支援員

等の配置、また就学奨励費により経済的支援を行い、子どもの学びを支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

１ 
幼児の発達支援事

業 

支援が必要な幼児やその保護者を対象に、

ことばや精神発達面の支援及び就学に向け

たアドバイス等を行います。 

健康増進課 

２ 
特別支援教育支援

員配置事業 

言語・難聴・ＬＤ（学習障害）・ＡＤＨＤ

（注意欠如・多動症）等の障害を有する、ま

たは介助を要するなど特別な配慮を必要と

する児童生徒の学校生活を支援するため、特

別支援教育支援員を学校へ派遣します。 

教育総務課 

３ 
特別支援教育就学

奨励費事業 

特別支援学級に在籍する児童生徒の保護

者を対象に、世帯の収入等に応じて給食費や

学用品・通学用品費、修学旅行費等を援助し

ます。 

教育総務課 

４ 
日本語教育支援講

師派遣事業 

市立小・中学校に在籍している外国籍児童

生徒及び帰国児童生徒を対象に、本人及び保

護者のニーズに応じて日本語教育支援講師

を学校へ派遣します。 

教育総務課 
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1.4 教育の質の向上、通学支援 

＜施策の方向性＞ 

子どもたち一人ひとりと向き合う教育相談員による教育相談や適応指導により学習

の理解度が相対的に低い子どもや不登校となっている子どもへも学習の機会を提供し

ます。また学校運営協議会の設置により、地域と学校の連携を図っています。さらに

スクールバスの運行や定期券補助事業による保護者の負担軽減により、子どもの学び

を支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 教育相談事業 

市内小・中学校の児童生徒と関係する保護

者・教職員を対象に、教育相談室での相談、

適応指導教室での適応指導（外部講師による

教科指導やデジタル教材による学習支援、体

験活動等）、教育相談員の学校派遣を行って

います。 

指導課 

2 
学校運営協議会制

度の推進 

市立小・中学校を対象に、各運営協議会で、

地域住民 3～5 人及び校長・教頭を合わせた

5～7 人の委員で構成された学校運営協議会

を年間 3回程度実施し、児童生徒の実態、地

域として育てたい子どもの姿についての確

認、学校経営方針や学校課題の解決に向けた

具体的取組についての協議と承認等を行い

ます。 

指導課 

３ 
スクールバスの運

行 

学校統合に伴い遠距離通学となる児童生

徒を対象に登下校時にスクールバスを運行

し、保護者の費用負担なく、通学手段を確保

します。（一部路線は保護者負担あり） 

教育総務課 

4 定期券補助事業 

十和田観光電鉄路線バスを利用し通学して

いる児童生徒を対象に、定期券代を全額補助

し、保護者の負担軽減を図ります。 

教育総務課 
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1.5 地域における学習支援と子どもたちの健全育成活動の活性化 

＜施策の方向性＞ 

ひとり親家庭や市民税非課税世帯の子ども等を対象とした学習支援会や放課後に保

護者のいない子供を対象とした学童保育、地域の方との交流を図りながら行う地域学

習など、幅広い生涯学習活動への参加を促すことにより、子どもの学びや居場所づく

りを支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 子ども学習支援会 

ひとり親家庭または市民税非課税世帯の

小学 4 年生から中学 3 年生までの子どもを

対象に、教職員ＯＢやボランティア等が学習

教材や子どもたちの持ってくる宿題などを

題材に、わからないところを教えるなどの学

習支援を行います。 

こども支援課 

2 
放課後児童健全育

成事業 

児童の健全育成への取組として、学校の放

課後等に家庭に保護者がいない児童を対象

に、登録制による学童保育を行います。 

こども支援課 

３ 
放課後子ども教室

推進事業 

地域の方々の参画を得て、放課後や週末等

に小学校の余裕教室等を活用して、子どもた

ちとともに勉強や文化活動、地域住民との交

流等を行います。 

スポーツ・生

涯学習課 

４ 
十和田市地域学校

協働本部事業 

学校や町内会等からの要望に応じ、キャリ

ア教育や郷土学習等に応じたゲストティー

チャーや生涯学習出前講座の市民講師をコ

ーディネートします。 

スポーツ・生

涯学習課 

５ 
少年少女発明クラ

ブ 

小学３年生から中学３年生までの子ども

を対象に、地域の指導員の協力を得て、工作

やロボット製作などの創作活動を通して豊

かな発想力と構想力を育てます。 

スポーツ・生

涯学習課 

６ 寺子屋稲生塾 

小学４年生から６年生を対象に、先人の功

績や地域の伝統・特色を体験的に学ぶ講座を

開催します。 

スポーツ・生

涯学習課 

７ 小学生交流事業 

交流都市の小学生との相互交流を通じて

郷土の歴史や特色などを学び郷土理解を深

める契機とします。 

スポーツ・生

涯学習課 
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番

号 
事業 実施概要 担当課 

８ 

子ども会ジュニア

リーダーの育成、

アドベンチャーキ

ャンプ 

ゲームレクや自然体験、創作活動等を通じ

て集団行動の楽しさを体験し、子ども会等で

の率先的活動者となるために必要な知識や

技術を習得します。 

スポーツ・生

涯学習課（十

和田市子ども

会育成連合会

との連携事

業） 

９ 

北里大学夏休み体

験学習、北里大学

公開講座 

小学５年生から中学３年生及びその保護

者を対象に、夏休みを利用して北里大学獣医

学部に体験入学し、生物や自然との関わりに

ついて学ぶとともに、環境の大切さについて

理解を深めます。また、公開講座で大学の専

門的分野の教育を誰でも受けることができ

ます。 

スポーツ・生

涯学習課（北

里大学獣医学

部との連携事

業） 

10 
青少年育成十和田

市民大会 

あいさつ・読書標語コンクール等を行うと

ともに、青少年の健全育成に資するための講

演会等を開催しています。 

スポーツ・生

涯学習課（青

少年育成十和

田市民会議と

の連携事業） 
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施策2 生活の安定に資するための支援 

2.1 親の妊娠・出産期、子どもの乳幼児期における支援 

＜施策の方向性＞ 

妊娠・出産・乳児期は、親に係る育児負担が大きいことから、保健指導や家庭訪問

等を行い、対象者を把握し見守ることで負担軽減に繋がるよう支援を行います。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

１ 
母子健康手帳の交

付と妊婦保健指導 

母体の健康管理のため、早期の妊娠届出の

勧奨に努め、届出時には保健指導を行い母子

健康手帳を交付します。 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

2 
全妊婦家庭訪問事

業 

おおよそ妊娠 32週以降の妊婦を対象に、妊

娠中から相談しやすい関係づくりと母子の健

康面を支援し、産後の育児負担軽減と虐待予

防につなげるため、妊産婦指導員が家庭訪問

します。 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

3 
乳児家庭全戸訪問

指導事業 

新生児及び乳児のいる家庭を対象に、母子

の健康管理の徹底を図り、異常、疾病等の発症

予防及び早期発見に努めるとともに、子育て

支援に関する情報提供を行うことにより子育

ての孤立化を防ぐため、妊産婦指導員が全戸

を家庭訪問します。 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

4 

特定妊婦等困難を

抱えた女性の把握

及び支援 

特定妊婦等困難を抱えた女性を対象に、妊

娠期から家庭訪問や保健指導、妊婦連絡票等

で把握した内容について家庭相談員や関係機

関と連携を図り、適切な支援につなげます。 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

 

 

2.2 子どもの生活支援 

＜施策の方向性＞ 

疾病及び経済的な理由で子どもの養育が困難な家庭等に対し、児童の保護や生活の

支援を行います。 
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＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 
子育て短期支援事

業 

保護者の疾病等の理由により養育が一時

的に困難な家庭を対象に、児童を児童養護施

設等の委託先事業所で一時的に預かります。

（上限 7日間） 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

2 
母子生活支援施設

措置事業 

児童の福祉に欠ける配偶者のいない女子

等を対象に、監護すべき児童の福祉に欠ける

母子の自立促進を目的に、施設入所措置を行

い、保護するとともに生活支援を行います。 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

3 助産施設措置事業 

経済的理由で入院助産を受けることがで

きない妊産婦を対象に、助産施設における助

産を行います。 

健康増進課 

子育て世代

親子支援セ

ンター 

 

2.3 家庭教育に関する課題への取組 

＜施策の方向性＞ 

子どもの育ち方を考えるにあたり家庭教育の重要性が高いため、家庭における教育力

の向上を図るために親子の学習機会の提供を支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

 

2.4 子どもの見守り支援 

＜施策の方向性＞ 

児童虐待などの早期発見・早期対応を行うため、支援が必要な家庭・児童を把握し

見守ることで、生活の安定を支援します。 

 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 家庭教育応援事業 

子どもの育ちにおける家庭教育の重要性

や大人と子どもの関わりについて理解を深

め家庭における教育力の向上を図るため、講

話やワークショップを通じ親子がともに学

び合う「親育ち」の学習機会を提供していま

す。 

スポーツ・生

涯学習課 
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＜事業一覧＞ 

 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

１ 
子ども見守り支援

事業 

こども食堂を活用して支援が必要な子ど

もの見守りを行い、また、新たな支援が必要

な子どもを発見した際に市への報告を行う

などにより、地域での支援対象児童の見守り

の強化を図ります。 

こども支援

課 
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施策3 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

3.1 保護者の就労支援 

＜施策の方向性＞ 

ひとり親世帯や困窮家庭等が一定の収入を得ることが、生活の安定と子どもの健全

育成につながることから、保護者に対する就労支援を行うことで経済的な自立を支援

します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 
労働・雇用に関す

る情報提供 

労働者、求職者などを対象に、各種制度、

求人情報及び労働相談会開催などの周知を

図ります。 

商工観光課 

2 創業支援事業 

創業・起業希望者を対象に、創業・起業に

よる地域活性化と雇用創出を目的に包括的

な支援を実施します。 

商工観光課 

3 女性活躍支援事業 

女性や女性を雇用する雇用主及び管理職

の方を対象に、女性が活躍できる環境づくり

を支援するため、女性活躍支援セミナーを開

催します。 

商工観光課 

4 

生活困窮者自立相

談支援事業（就労

支援） 

生活保護に至る前の生活困窮者世帯にお

ける児童・生徒がいる親を対象に、生活困窮

からの自立を図るための相談支援や就労支

援を行います。 

生活福祉課 

5 
生活保護（就労支

援） 

生活保護世帯における児童・生徒がいる親

を対象に、生活保護からの自立を図るための

相談支援や就労支援を行います。 

生活福祉課 

6 

ひとり親家庭自立

支援教育訓練給付

金 

ひとり親世帯の父または母を対象に、適職

に就くために必要と認められる教育訓練講

座を受講する場合、その入学料及び受講料の

一部を支給します。 

こども支援課 

7 

ひとり親家庭高等

職業訓練促進給付

金 

ひとり親世帯の父または母を対象に、市の

要綱で定める資格の取得を目指し、養成機関

等に在籍し修業する場合、その期間中（最大

4 年間）、生活費の支援として訓練促進給付

金を給付します。 

こども支援課 
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番

号 
事業 実施概要 担当課 

8 
ハローワーク等関

係機関との連携 

市で職業訓練促進給付金を支給する場合

の調整とハローワークの求職者支援の広報

協力を行います。 

こども支援課 

 

3.2 保育等の確保 

＜施策の方向性＞ 

子育てと仕事の両立を支える保育環境を確保する必要があることから、保護者のニ

ーズに応じた保育等サービスを確保し、保護者の就労を支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 
地域子ども・子育

て支援事業 

子どもの健やかな育成と保護者が安心し

て働くことができるよう、延長保育事業、病

児保育事業、ファミリーサポートセンター事

業、障がい児保育等の幼児教育・保育サービ

スの提供体制を整備します。 

こども支援課 
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施策4 経済的支援 

4.1 子育て家庭と子どもの養育に関する経済的支援 

＜施策の方向性＞ 

各種手当の給付や様々な助成制度の組合せにより生活困窮者の生活基盤を支えてい

く必要があることから、生活保護世帯からひとり親世帯、そして妊娠・出産期、子ど

もの乳児期の親に対し、子どもの養育に係る各種経済的負担の軽減を支援します。 

 

＜事業一覧＞ 

番

号 
事業 実施概要 担当課 

1 
生活保護（教育扶

助費の支給） 

生活保護世帯における児童生徒を対象

に、学校生活にかかる費用を補助し、生活

状況の正確な把握に努めます。 

生活福祉課 

2 
妊産婦委託健康診

査事業 

妊産婦の健康管理の充実と経済的負担の

軽減を図ることを目的に、指定医療機関及

び助産所において基本的な健康診査を実施

します。 

健康増進課 

3 
妊婦委託健康診査

通院費助成 

妊婦健診のため市外産科医療機関に通院

し分娩する妊婦の経済的負担を軽減するた

め、通院費を助成します。 

健康増進課 

4 

入院を要する乳児

を持つ母親への交

通費等の助成 

総合周産期母子医療センター（ＮＩＣＵ）

の新生児特定集中治療室または新生児治療

回復室（ＧＣＵ）に入院している 2 か月ま

での乳児を持つ産婦を対象に、面会にかか

る交通費等の特定妊婦等困難を抱えた女性

を対象に一部について助成します。 

健康増進課 

5 
乳児一般委託健康

診査事業 

乳児の健康管理の充実と保護者の経済的

負担の軽減を図るため、乳児健康診査を指

定医療機関等で実施します。 

健康増進課 

6 子ども医療費助成 

乳幼児から高校生までの子を対象に、医

療費の自己負担分を現物給付または償還払

いにより、無償化します。 

こども支援課 

7 
先天性股関節脱臼

検査費の助成 

生後 3か月から 5か月未満の乳児を対象

に、先天性股関節脱臼の早期発見・早期治

療と保護者の経済的負担の軽減を図るた

め、検査費を助成します。 

健康増進課 
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番

号 
事業 実施概要 担当課 

8 特別児童扶養手当 
身体もしくは精神に障害を持つ子の親ま

たは養育者を対象に、手当を支給します。 
こども支援課 

9 児童扶養手当 
低所得のひとり親世帯の父または母、養

育者を対象に、手当を支給します。 
こども支援課 

10 
ひとり親家庭等医

療費助成 

低所得のひとり親世帯の父または母およ

び子、養育者に養育されている子を対象に、

父または母については一部、子については

全部の医療費自己負担分を無償化します。 

こども支援課 

11 出産費用支援事業 

増加している出産費用の負担軽減のた

め、令和 4年 4月 1日以降に出産した子ど

もがいる親を対象に、出産にかかる費用の

一部を助成します。 

こども支援課 

 

 

 


